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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税及び地方消費税（以下消費税等）は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第88期 

第３四半期 

連結累計期間 

第89期 

第３四半期 

連結累計期間 

第88期 

第３四半期 

連結会計期間 

第89期 

第３四半期 

連結会計期間 
第88期 

会計期間 
自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日 

自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日

売上高 （千円） 35,124,504 33,926,176 14,598,784 14,633,539 44,517,350 

経常利益 （千円） 1,702,467 1,276,015 1,502,653 1,201,856 1,597,005 

四半期（当期）純利益 （千円） 986,267 460,534 1,175,295 633,614 825,525 

純資産額 （千円） － － 10,861,198 10,789,661 10,550,244 

総資産額 （千円） － － 63,948,361 64,448,148 57,438,290 

１株当たり純資産額 （円） － － 760.53 754.94 738.35 

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円） 69.65 32.53 83.00 44.75 58.30 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 16.84 16.58 18.20 

営業活動による 
 キャッシュ・フロー 

（千円） △1,250,272 △2,523,025 － － 3,134,427 

投資活動による 
 キャッシュ・フロー 

（千円） △1,491,395 △1,391,985 － － △2,068,626 

財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

（千円） 5,415,759 5,873,976 － － △87,610 

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円） － － 5,464,753 5,727,124 3,769,073 

従業員数 （名） － － 1,629 1,592 1,623 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注)１ 従業員数は、就業人員であります。 

   ２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

   ３ 臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注)  従業員数は、就業人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,592 （1,083） 

従業員数(名) 478  
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

受注実績に金額を算出できない為「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー状況の分析」に

記載しております。 

  

(3） 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注)主な相手先別の販売実績及び販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満のため記載を省略し

ております。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称  売上高(千円) 前年同四半期比(％) 

物流事業 5,383,762 － 

 倉庫部門 786,872 － 

 港湾フォワーディング部門 1,366,584 － 

 運輸部門 2,898,793 － 

 ３ＰＬ（サードパーティーロジスティクス）部門 331,512 － 

不動産事業 872,639 － 

印刷事業 8,641,677 － 

その他 173,619 － 

計 15,071,699 － 

セグメント間の内部売上 △438,159 － 

合計 14,633,539 － 
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当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益に改善が見られ、設備投資、個人消費にも

持ち直しの動きが見られたものの、生産、輸出が減少に転じるなど足踏み状態が続いております。また、

依然として海外景気の下振れや為替レート・株価の変動により景気が下押しされるリスクが存在し、雇用

情勢は厳しく、さらにはデフレの影響も懸念されることから引き続き予断を許さない状況となっておりま

す。 

このような経済情勢のなか、当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、物流事業においては

メーカーが増産に転じ徐々に持ち直しつつあるものの未だ厳しい状況が続くなか、全般的な貨物量に改

善が見られ売上高は前年同期に比べ増加しております。 

不動産事業においては賃貸物件の解約や更新時の料金改定により売上高は前年同期に比べ減少してお

ります。 

印刷事業においては印刷機更新による作業工程の変更や発行部数の減少、年賀印刷の売上の落ち込み

により売上高は前年同期に比べ減少しております。 

この結果、第３四半期連結会計期間の売上高は14,633百万円（前年同四半期比0.2％増）、営業利益

は1,296百万円（前年同四半期比20.7％減）、経常利益は1,201百万円（前年同四半期比20.0％減）、四

半期純利益は633百万円（前年同四半期比46.1％減）となりました。 

  

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

①物流事業 

当事業のうち、倉庫部門につきましては各地の物流センターの取扱量が回復し、売上高は786百万

円となりました。港湾フォワーディング部門につきましては、出荷量が徐々に増え、保管残高は減っ

たものの荷動きの改善により、売上高は1,366百万円となりました。運輸部門につきましては、メー

カーの増産による貨物量の改善により、売上高は2,898百万円となりました。３ＰＬ（サードパーテ

ィロジスティクス)部門につきましては、物流センターにおける出庫量が落ち込み、売上高は331百万

円となりました。この結果、当事業の売上高は5,383百万円、セグメント利益は366百万円となりまし

た。 

②不動産事業 

当事業につきましては、昨年度において一部の賃貸物件に中途解約が発生し、また更新時の料金改

定などにより、売上高は872百万円、セグメント利益は372百万円となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③印刷事業 

当事業につきましては、婚礼及び年賀印刷の受注の落ち込みや新聞印刷の発行部数の減少、新聞印

刷機更新による作業工程の変更の影響を受け、売上高は8,641百万円、セグメント利益は1,049百万円

となりました。 

④その他 

その他事業につきましては、工事関連の取扱量が堅調に推移し、売上高は173百万円、セグメント

利益は4百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ7,009百万円増加し、64,448

百万円となりました。主な増減は、現金及び預金が1,956百万円、受取手形及び売掛金が4,022百万円、

その他(年賀事業のはがきの立替など）が2,006百万円増加し、減価償却費等により建物及び構築物が

468百万円、株価変動により投資有価証券が184百万円減少しております。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ6,770百万円増加し、53,658百万円となりました。主な増減

は、支払手形及び買掛金が778百万円、運転資金による短期借入金が6,337百万円増加した一方、未払法

人税等が336百万円、社債償還により社債が353百万円減少しております。 

純資産合計は、利益剰余金が347百万円増加し、その他有価証券評価差額金が112百万円減少し、前連

結会計年度末より239百万円増加し、10,789百万円となり、自己資本比率は16.6％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末より2,197

百万円増加し5,727百万円（前年同四半期比4.8％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用された資金は、2,828百万円（前年同四半期は使用された資金2,447百万円）とな

りました。 

この主な要因は、減価償却費494百万円、売上債権の増加額3,983百万円、仕入債務の増加額683百万

円、利息の支払額142百万円、法人税等の支払額332百万円などであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用された資金は、512百万円（前年同四半期は使用された資金387百万円）となりま

した。 

この主な要因は、有形固定資産の取得による支出449百万円などであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によって得られた資金は、5,539百万円（前年同四半期は得られた資金4,588百万円）とな

りました。 

この主な要因は短期借入金の純増額5,400百万円などであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

第２四半期連結会計期間末に計画中であったアサガミプレスセンター株式会社の輪転機設備更新工事

につきましては、平成22年12月に完了予定でありましたが、一部の設備の完了が平成23年2月に延期にな

りました。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 48,720,000

計 48,720,000

種類 

第３四半期会計期間末現在 

発行数(株) 

(平成22年12月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成23年２月14日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 14,180,000 14,180,000 
東 京 証 券 取 引 所 
市場第２部 

単元株式数は1,000
株であります。 

計 14,180,000 14,180,000 － － 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(千円) 
 

資本金残高 

(千円) 
 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成22年12月31日 — 14,180,000 － 2,189,000 － 32,991 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿により記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注）1 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株（議決

権９個）含まれております。 

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式647株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(1) 役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － － ― 

議決権制限株式（自己株式等）  － － ― 

議決権制限株式（その他）  － － ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－  
 普通株式 21,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,120,000 14,120 ― 

単元未満株式 普通株式 39,000 － ― 

発行済株式総数  14,180,000 － ― 

総株主の議決権  － 14,120 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

割合(％) 

（自己保有株式） 東京都千代田区   

アサガミ株式会社 大手町2－6－2 21,000 － 21,000 0.1 

計 － 21,000 － 21,000 0.1 

２ 【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 343 335 323 303 299 304 300 296 319 

最低(円) 318 315 300 282 280 293 278 270 280 

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役、執行役員、営業副本部
長、港湾・通関部長 

取締役、執行役員、営業副本部長、
市原支店長、港湾・通関部長 

川上 龍一 平成22年６月24日 
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10

月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、公認会計士 野末昭孝氏及び公認会計士 本橋清彦氏により四半期レビュー

を受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,727,124 3,770,549

受取手形及び売掛金 ※5  9,696,723 5,673,974

商品及び製品 59,519 53,908

仕掛品 2,738 15,455

原材料及び貯蔵品 692,703 693,649

繰延税金資産 110,162 332,089

その他 2,722,449 716,311

貸倒引当金 △39,793 △40,611

流動資産合計 18,971,629 11,215,327

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  13,848,389 ※1  14,317,123

機械装置及び運搬具（純額） ※1  2,409,054 ※1  1,093,409

土地 20,494,980 20,494,980

その他（純額） ※1  1,217,740 ※1  2,406,231

有形固定資産合計 37,970,165 38,311,744

無形固定資産   

のれん 608,140 858,557

借地権 1,133,814 1,133,814

その他 163,222 141,510

無形固定資産合計 1,905,177 2,133,883

投資その他の資産   

投資有価証券 2,119,143 ※3  2,303,446

長期貸付金 1,040,553 1,083,203

繰延税金資産 884,950 851,491

その他 2,232,019 2,362,634

貸倒引当金 △675,491 △823,441

投資その他の資産合計 5,601,176 5,777,334

固定資産合計 45,476,519 46,222,963

資産合計 64,448,148 57,438,290
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,834,384 4,056,081

短期借入金 14,616,061 8,278,540

1年内償還予定の社債 743,780 731,280

未払法人税等 288,109 624,569

賞与引当金 149,908 488,945

その他 3,131,862 2,283,927

流動負債合計 23,764,105 16,463,343

固定負債   

社債 1,743,000 2,108,640

長期借入金 20,666,447 20,663,260

再評価に係る繰延税金負債 3,398,391 3,398,391

繰延税金負債 8 120

退職給付引当金 1,451,518 1,450,500

役員退職慰労引当金 932,615 891,191

資産除去債務 23,537 －

長期預り金 1,388,164 1,479,418

その他 290,699 433,179

固定負債合計 29,894,381 30,424,702

負債合計 53,658,486 46,888,046

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,189,000 2,189,000

資本剰余金 32,991 32,991

利益剰余金 3,840,855 3,493,592

自己株式 △8,186 △7,867

株主資本合計 6,054,659 5,707,716

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 230,751 343,632

土地再評価差額金 4,403,013 4,403,013

評価・換算差額等合計 4,633,764 4,746,645

少数株主持分 101,237 95,882

純資産合計 10,789,661 10,550,244

負債純資産合計 64,448,148 57,438,290
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※1  35,124,504 ※1  33,926,176

売上原価 ※1  27,335,371 ※1  26,747,161

売上総利益 7,789,133 7,179,014

販売費及び一般管理費   

役員報酬 360,579 360,005

給料及び手当 1,895,439 1,860,920

賞与 282,084 294,229

退職給付費用 71,166 92,343

役員退職慰労引当金繰入額 42,089 42,958

その他 3,057,357 2,947,781

販売費及び一般管理費合計 5,708,716 5,598,239

営業利益 2,080,416 1,580,774

営業外収益   

受取利息 24,083 23,471

受取配当金 59,377 69,590

その他 90,361 84,562

営業外収益合計 173,822 177,624

営業外費用   

支払利息 461,740 419,514

社債利息 22,255 18,616

開業費償却 22,031 －

その他 45,743 44,253

営業外費用合計 551,771 482,383

経常利益 1,702,467 1,276,015

特別利益   

固定資産売却益 42,669 1,780

保険差益 18,269 －

違約金収入 494,291 19,789

受取補償金 89,500 －

貸倒引当金戻入額 － 44,433

特別利益合計 644,730 66,002

特別損失   

固定資産売却損 16,728 316

固定資産除却損 53,331 128,910

投資有価証券評価損 18,804 2,930

会員権評価損 820 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,626

貸倒引当金繰入額 226,231 －

特別損失合計 315,915 139,783

税金等調整前四半期純利益 2,031,281 1,202,234

法人税、住民税及び事業税 1,064,946 470,998

法人税等調整額 △32,794 265,346

法人税等合計 1,032,151 736,344

少数株主損益調整前四半期純利益 － 465,889

少数株主利益 12,862 5,354

四半期純利益 986,267 460,534
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 ※1  14,598,784 ※1  14,633,539

売上原価 ※1  10,738,226 ※1  11,146,675

売上総利益 3,860,557 3,486,864

販売費及び一般管理費   

役員報酬 118,076 120,930

給料及び手当 653,501 634,804

賞与 98,968 98,310

退職給付費用 19,975 23,361

役員退職慰労引当金繰入額 13,559 14,118

販売促進費 488,182 453,918

その他 833,285 844,568

販売費及び一般管理費合計 2,225,549 2,190,012

営業利益 1,635,008 1,296,852

営業外収益   

受取利息 8,098 7,869

受取配当金 19,353 23,459

その他 30,990 28,998

営業外収益合計 58,442 60,327

営業外費用   

支払利息 155,506 141,022

社債利息 6,547 5,583

開業費償却 7,343 －

その他 21,400 8,717

営業外費用合計 190,797 155,323

経常利益 1,502,653 1,201,856

特別利益   

保険差益 421 －

違約金収入 494,291 19,789

受取補償金 89,500 －

貸倒引当金戻入額 7,682 0

特別利益合計 591,895 19,789

特別損失   

固定資産売却損 － 335

固定資産除却損 36,309 283

投資有価証券評価損 739 753

会員権評価損 580 －

特別損失合計 37,628 1,372

税金等調整前四半期純利益 2,056,920 1,220,274

法人税、住民税及び事業税 664,593 247,192

法人税等調整額 212,952 336,966

法人税等合計 877,546 584,158

少数株主損益調整前四半期純利益 － 636,115

少数株主利益 4,078 2,501

四半期純利益 1,175,295 633,614
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,031,281 1,202,234

減価償却費 1,338,838 1,361,937

繰延資産償却額 22,031 －

のれん償却額 263,130 250,417

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,626

貸倒引当金の増減額（△は減少） 352,934 △148,768

賞与引当金の増減額（△は減少） △321,315 △339,037

退職給付引当金の増減額（△は減少） △29,331 1,017

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18,339 41,424

受取利息及び受取配当金 △83,461 △93,061

支払利息 483,996 438,130

為替差損益（△は益） 403 914

固定資産売却損益（△は益） △25,940 △1,463

固定資産除却損 53,331 128,910

投資有価証券評価損益（△は益） 18,804 2,930

会員権評価損 820 －

違約金収入 △494,291 △19,789

受取補償金 △89,500 －

保険差益 △18,269 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,360,167 △4,019,131

たな卸資産の増減額（△は増加） 219,117 8,051

仕入債務の増減額（△は減少） 154,331 786,295

未払消費税等の増減額（△は減少） 95,290 2,892

その他 △1,763,512 △781,382

小計 △133,139 △1,169,851

利息及び配当金の受取額 84,110 93,693

利息の支払額 △481,527 △436,513

受取補償金の受取額 89,500 －

保険金の受取額 41,998 －

法人税等の支払額 △851,215 △1,010,352

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,250,272 △2,523,025
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2 －

定期預金の払戻による収入 － 1,476

有形固定資産の取得による支出 △1,226,628 △1,396,963

有形固定資産の売却による収入 10,889 3,338

固定資産の除却による支出 △16,560 △5,428

無形固定資産の取得による支出 △31,708 △65,742

投資有価証券の取得による支出 △93,322 △8,498

事業譲受による支出 △25,188 －

敷金及び保証金の差入による支出 △22,064 △7,586

敷金及び保証金の回収による収入 214,825 11,583

貸付けによる支出 △73,735 △5,200

貸付金の回収による収入 50,530 37,127

長期預り金の返還による支出 △333,244 △98,043

長期預り金の受入による収入 48,883 6,579

その他 5,930 135,373

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,491,395 △1,391,985

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,600,000 6,300,000

長期借入れによる収入 6,575,000 6,192,725

長期借入金の返済による支出 △6,102,425 △6,152,017

社債の償還による支出 △543,140 △353,140

自己株式の取得による支出 △388 △319

配当金の支払額 △113,287 △113,272

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,415,759 5,873,976

現金及び現金同等物に係る換算差額 △403 △914

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,673,687 1,958,051

現金及び現金同等物の期首残高 2,791,065 3,769,073

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,464,753 ※1  5,727,124
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

  

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

会計処理基準に関する事項の変更 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ1,295千円、税金等調整前四半期純利益、少数株主損益調整前四半

期純利益はそれぞれ8,921千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

23,537千円であります。 
 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

（1）棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部の子会社を除き実地棚卸を省略し、前連結会計

年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。 

（2）固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 

※１ 

 
有形固定資産の減価償却累計額 27,698,509千円 

 

※１ 

 
有形固定資産の減価償却累計額 27,147,749千円 

 

２ 偶発債務 
 

２ 偶発債務 
 

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入に対し債務
保証を行っております。 

 
㈱オーエーコーポレーション 866,000千円 

 

(1) 債務保証 

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入に対し債
務保証を行っております。 

 (2) 訴訟関係 

千葉地区の作業現場における転落事故による損害賠償訴
訟を提起されています。なお、現在争点整理中であり、
当社が負担することになる損害の有無、損害金について
は、現時点で予測することは困難であります。 

㈱オーエーコーポレーション 889,250千円 

 (3) 手形割引高 

 
受取手形割引高 10,000千円

 

 ※３ 貸付有価証券 

投資有価証券には、有価証券消費貸借契約に基づく貸
付有価証券が346,248千円が含まれております。 

３ 貸出コミットメント契約 

当社の連結子会社であるアサガミプレスセンター㈱にお
いて、設備投資資金の調達を行うため、取引銀行１行と
貸出コミットメント契約を締結しております。この契約
に基づく当四半期連結会計期間末の借入実行残高は次の
とおりであります。 

 

 

貸出コミットメントの総額 

借入実行額 

450,000千円

365,000千円

差引額 85,000千円

４ 貸出コミットメント契約 

当社の連結子会社であるアサガミプレスセンター㈱に
おいて、設備投資資金の調達を行うため、取引銀行１
行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ
の契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高は次
のとおりであります。 

 

 

貸出コミットメントの総額 450,000千円

借入実行額 200,000千円

差引額 250,000千円

４ 財務制限条項 

当社の連結子会社であるアサガミプレスセンター㈱が
締結している貸出コミットメント契約には以下の財務
制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合に
は、契約上のすべての債務について期限の利益を喪失
する可能性があります。 

①各年度決算期の末日における当社の損益計算書及び
連結損益計算書の経常損益の金額をマイナスとしな
いこと。 

②各年度決算期の末日におけるアサガミプレスセンタ
ー㈱の貸借対照表の純資産の部の合計額を平成21年
３月期決算末日または前年度決算末日の純資産の部
の合計のいずれか大きいほうの70％以上維持するこ
と。 

③各年度決算期の末日におけるアサガミプレスセンタ
ー㈱の損益計算書の税引後当期純利益の金額をマイ
ナスとしないこと。 

※５ 四半期連結会計期間末日満期手形の処理 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について
は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が、金融機関の
休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期
手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれておりま
す。 

 

受取手形 4,556千円 

５ 財務制限条項 

当社の連結子会社であるアサガミプレスセンター㈱が
締結している貸出コミットメント契約には以下の財務
制限条項が付されており、当該条項に抵触した場合に
は、契約上のすべての債務について期限の利益を喪失
する可能性があります。 

①各年度決算期の末日における当社の損益計算書及び
連結損益計算書の経常損益の金額をマイナスとしな
いこと。 

②各年度決算期の末日におけるアサガミプレスセンタ
ー㈱の貸借対照表の純資産の部の合計額を平成21年
３月期決算末日または前年度決算末日の純資産の部
の合計のいずれか大きいほうの70％以上維持するこ
と。 

③各年度決算期の末日におけるアサガミプレスセンタ
ー㈱の損益計算書の税引後当期純利益の金額をマイ
ナスとしないこと。 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

※１ 一部の子会社の売上高は、通常の営業形態として

下期に受注が集中するため、第３四半期連結累計期間の

売上高及び営業費用が上期と比較して著しく増加する傾

向にあります。  

※１ 左のとおりであります。 

 

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

※１ 一部の子会社の売上高は、通常の営業形態として

下期に受注が集中するため、第３四半期連結会計期間の

売上高及び営業費用が上期と比較して著しく増加する傾

向にあります。 

※１ 左のとおりであります。 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年12月31日現在) 

 

現金及び預金 5,466,230千円 

預入期間が3ヶ月超の定期預金 △1,476千円 

現金及び現金同等物 5,464,753千円 

  

現金及び預金 5,727,124千円 

預入期間が3ヶ月超の定期預金 －千円 

現金及び現金同等物 5,727,124千円 
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

 普通株式（株） 14,180,000 

株式の種類 
当第３四半期 

連結会計期間末 

 普通株式（株） 22,021 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年6月24日 
定時株主総会 

普通株式 113,272 8 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容は次のとおりであります。 

(1) 物流事業   港湾運送、海上運送、通関、倉庫、陸上運送、荷役 

(2) 不動産事業  土地建物賃貸 

(3) 印刷事業   印刷業 

(4) 販売事業   物品販売 

(5) その他事業  建築工事、その他 

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容は次のとおりであります。 

(1) 物流事業   港湾運送、海上運送、通関、倉庫、陸上運送、荷役 

(2) 不動産事業  土地建物賃貸 

(3) 印刷事業   印刷業 

(4) 販売事業   物品販売 

(5) その他事業  建築工事、その他 

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この

結果、従来の方法と比較して、当第３四半期連結累計期間のその他事業の営業利益は31,130千円増加してお

ります。 

  

 
物流事業 

(千円) 

不動産事業

(千円) 

印刷事業 

(千円) 

販売事業 

(千円) 

その他事業

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高     

(1)外部顧客に対する
売上高 4,964,394 511,306 8,952,357 28,713 142,012 14,598,784 － 14,598,784

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

4,466 379,781 168 － － 384,415 (384,415) －

計 4,968,860 891,087 8,952,525 28,713 142,012 14,983,199 (384,415) 14,598,784

営業利益又は営業損失
（△） 308,104 384,386 1,484,229 △33,226 8,163 2,151,657 (516,649) 1,635,008

 
物流事業 

(千円) 

不動産事業

(千円) 

印刷事業 

(千円) 

販売事業 

(千円) 

その他 
事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高    

(1)外部顧客に対する
売上高 14,662,447 2,078,197 16,669,604 1,193,687 520,567 35,124,504 － 35,124,504

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

13,289 1,114,056 228 － － 1,127,574(1,127,574) －

計 14,675,736 3,192,254 16,669,833 1,193,687 520,567 36,252,079(1,127,574) 35,124,504

営業利益又は営業損失
（△） 1,001,509 1,349,671 1,379,645 △66,277 23,782 3,688,331(1,607,915) 2,080,416
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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【セグメント情報】 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号  平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日）を適用しております。 

  
１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、サービスの種類別のセグメントから構成され、主に「物流事業」「不動産事業」、「印

刷事業」の事業活動を展開しており、当社及びグループ会社が構成するこれら事業の種類別の区分により、

当社及びグループ会社ごとに経営を管理しております。 

したがって当社グループは、事業別のセグメントから構成されており、「物流事業」、「不動産事業」、

「印刷事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「物流事業」は港湾及び海上運送業、通関業、倉庫業、陸上運送業などを行っております。「不動産事

業」は不動産等の賃貸及び管理業を行っております。「印刷事業」は新聞印刷業及び年賀・婚礼印刷業を行

っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

（単位：千円）

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事事業及び人材派遣事業を含ん

でおります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日） 

（単位：千円）

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建築工事事業及び人材派遣事業を含ん

でおります。  

  

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
物流事業 不動産事業 印刷事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 16,082,736 1,390,827 16,081,009 33,554,573 371,603 33,926,176 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 2,997 1,156,809 625 1,160,432 116,288 1,276,720 

計 16,085,733 2,547,636 16,081,635 34,715,005 487,891 35,202,896 

セグメント利益 1,197,059 1,073,030 796,787 3,066,877 12,410 3,079,288 

 
報告セグメント

その他
（注）

合計
物流事業 不動産事業 印刷事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 5,382,906 472,793 8,641,601 14,497,301 136,238 14,633,539 

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 855 399,846 75 400,777 37,381 438,159 

計 5,383,762 872,639 8,641,677 14,898,079 173,619 15,071,699 

セグメント利益 366,681 372,787 1,049,069 1,788,538 4,279 1,792,817 
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

（単位：千円）

 
(注) 全社費用は、親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

当第３四半期連結会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日） 

（単位：千円）

 
(注) 全社費用は、親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

利    益 金    額

報告セグメント計 3,066,877 

「その他」の区分の利益 12,410 

セグメント間取引消去 3,127 

全社費用（注） △1,501,640

四半期連結損益計算書の営業利益 1,580,774 

利    益 金    額

報告セグメント計 1,788,538 

「その他」の区分の利益 4,279 

セグメント間取引消去 1,091 

全社費用（注） △497,056

四半期連結損益計算書の営業利益 1,296,852 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

 

(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 

 
１株当たり純資産額 754.94円 

 
 

１株当たり純資産額 738.35円 

 
当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 

純資産額の合計額（千円） 10,789,661 10,550,244 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 101,237 95,882 

 （うち少数株主持分）（千円） (101,237) (95,882) 

普通株式に係る純資産額（千円） 10,688,424 10,454,361 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連
結会計期間期末（連結会計年度末）の普通株式の
数（株） 

14,157,979 14,159,003 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 69.65円 

 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 
32.53円 

 

 

 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 986,267 460,534 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 986,267 460,534 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,160,678 14,158,645 
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第３四半期連結会計期間 

 

(注)１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 83.00円 

   
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 44.75円 

 

 

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 1,175,295 633,614 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,175,295 633,614 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式の期中平均株式数（株） 14,160,378 14,158,259 
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該当事項はありません。 

２ 【その他】

― 27 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

― 28 ―



� �
�������	


��
������

���������

� �
�

�������� !�
�

� �
"#������ !�

�

� �
$%&'()*+,�-./01234�/564789:;<(=>?4@AB9CDEFGHI��


�����4���0�J�5
KE�����L�20
MN4OP���Q4/LRSTOP��TUV��

�0�0W�5
KE���0�0��20
MNXYZ/LRSTOP[�TUV���0�J�5
KE���0�0��

20
MNX9\IRSTOP] ^_(`ab&(RSTOPcdef_(RSTOPgh�ijYZRS

TOPklmnopqrs�ij9tHGRSTuvoswxy%z{4RSTOP] ^_4|�}~'

>��9��($%&4}~'��4��KERSTOP] ^_9e`IP�w_�`I{�9�Iz�

$%&'(���9�HG��9�������EFIRSTuvos4:�9���GRSTuvos

wxy%zRSTuvos'(���G>��(] YZ��9�`I�69}~w�`I��9e�G�

��FI��(� ¡¢£¤4¥4RSTuvos¢£9¦�xbFG��(���9�HG��9���

����EFI§¨4:�9���G���FI�Q4] ^_4§¨9©ª«8�F%¢£9¦�xbF

%z�

$%&����%RSTuvos9�HG(¬­4RSTOP] ^_�(���9�HG��9���

����EFIRSTOP] ^_4|�:�9���G(��
�����YZOP®��4���0�0�

�20
¯°4]±@²(³
w´yGµ¶`I/LRSTOP��TUYZ/LRSTOP[�TU4>�

�·¸Z9/LRSTOP[�TU4klmnopqrs4@Aw¹�9_º�GHaH�»¼�½I�6

�`ªG4¾¿aÀ9�HG��EFaKy%z�

� �
���$%&4U9'(�����.4789¦�­Á`ª<ÂÃ�\'aHz�

� �
Ä��¬�

� �

�
� �

��§¨Å4RSTuvosÆÇj

�

� �������������������È����É����Ê�

� ���������"����#����Ë����Ì����Ê�

VÍX�5��¬­'(RSTuvosÆÇj4Î"9­Á�F%�6wÏ®Ð�%´4N��(¤4Î"'��VRST

ÆÇjÑÒ��X�ÓÔÕÖ�G��M`z�

���RSTOP] ^_4×Ø9'ÙÚÛÜÝsÞßà'áMFGHM½âz�

�



� �
������	
�

�
�������

���������

� �
�

������� !"�
�

� �
#$����� !"�

�

� �
%&'()*+,-�./012�34�0564789:;<)=>?4@AB9CDEFGHI�
�

�����4�����J	5�KE�����L	�1�MN4OP���Q40LRSTOP��TUV��

���1W	5�KE�����1�	�1�MNXYZ0LRSTOP[�TUV�����J	5�KE�����1�	

�1�MNX9\IRSTOP]!^_)`ab')RSTOPcdef_)RSTOPgh�ijYZRS

TOPklmnopqrs�ij9tHGRSTuvoswxy&z{4RSTOP]!^_4|�}~(

>��9��)%&'4}~(��4��KERSTOP]!^_9e`IP�w_�`I{�9�Iz�

%&'()���9�HG��9�������EFIRSTuvos4:�9���GRSTuvos

wxy&zRSTuvos()���G>��)]!YZ��9�`I 69}~w�`I��9e�G�

��FI��)� ¡¢£¤4¥4RSTuvos¢£9¦�xbFG��)���9�HG��9���

����EFI§¨4:�9���G���FI�Q4]!^_4§¨9©ª«8�F&¢£9¦�xbF

&z�

%&'����&RSTuvos9�HG)¬­4RSTOP]!^_�)���9�HG��9���

����EFIRSTOP]!^_4|�:�9���G)�
������YZOP®��4�����1�

	�1�¯°4]±@²)³�w´yGµ¶`I0LRSTOP��TUYZ0LRSTOP[�TU4>�

�·¸Z90LRSTOP[�TU4klmnopqrs4@Aw¹�9_º�GHaH�»¼�½I 6

�`ªG4¾¿aÀ9�HG��EFaKy&z�

� �
���%&'4U9()�����/4789¦�­Á`ª<ÂÃ�\(aHz�

� �
Ä��¬�

� �

�
� �

��§¨Å4RSTuvosÆÇj

�

� �������������������È����É����Ê�

� ���������#����$����Ë����Ì����Ê�

VÍX�5��¬­()RSTuvosÆÇj4Î#9­Á�F& 6wÏ®Ð�&´4N��)¤4Î#(��VRST

ÆÇjÑÒ��X�ÓÔÕÖ�G��M`z�

���RSTOP]!^_4×Ø9(ÙÚÛÜÝsÞßà(áMFGHM½âz�

�



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月14日 

【会社名】 アサガミ株式会社 

【英訳名】 ASAGAMI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 木 村 健 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長木村健一は、当社の第89期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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